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図 2－1 配置計画 

1. 概要 

  本資料は，内部溢水対策となる復水器水室出入口弁が，溢水発生後の津波による浸水荷重（以

下「津波荷重」という。）及び余震を考慮した荷重に対し，構造健全性を有することを確認するも

のである。 

 

2. 一般事項 

2.1 配置計画 

対象施設となる復水器水室出入口弁の配置計画を図２－１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

：復水器水室出口弁 

：復水器水室入口弁 

タービン建屋 T.M.S.L.-5100mm 



資料 2－5.6－2 

 

 2.2 構造計画 

復水器水室出入口弁は，電動バタフライ弁であり，弁体を回転し弁座に密着することで止水

する。電動バタフライ弁の構造計画を表 2－1に示す。 

 

表 2－1 構造計画 

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
型式 主体構造 支持構造 

復水器水

室出入口

弁 

電動バタ

フライ弁 

弁体を含む弁

本体，弁体を電

動にて駆動す

る駆動部で構

成される。 

循環水配管

に設置さ

れ，配管に

支持され

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

A－A断面図 

弁本体 

弁体 駆動部 

循環水系配管 

復水器水室出入口弁 

A A 

弁設置位置図 

伸縮継手 
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3. 評価震度 

3.1 評価震度の解析方法 

解析モデルは，Ⅴ-2-別添 2-5「復水器水室出入口弁の耐震性についての計算書」と同一とす

る。 

 

 

3.2 設計震度の計算条件 

  (1) 設計条件 

評価対象 最高使用 

圧力（MPa） 

最高使用

温度

（℃) 

外径 

（mm） 

配管厚さ

(mm) 

材料 縦弾性係数

（MPa) 

復水器水室入口弁 0.37 40 2626.0 13.0 SS400 201667 

復水器水室出口弁 0.35 40 2626.0 13.0 SS400 201667 

 

  (2) 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。 

なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定した弾

性設計用地震動（Sd）のものを用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方

針」に記載の減衰定数を用いる。 

 

建屋・構築物 標高 減衰定数(%) 

タービン建屋 T.M.S.L. －5100 mm 0.5 

 

  



資料 2－5.6－4 

 

3.3 設計震度の計算結果 

復水器水室入口弁弁体部の評価震度を以下に示す。 

適用する地震動等 Ｓｄ 

 

動的解析結果 

応答水平震度＊1 応答鉛直震度＊1 

X方向 Z方向 Y方向 

1.79 1.82 0.01 

動的震度＊2 0.48 0.44 

注記＊1：動的解析から得られる各方向の震度。 

  ＊2：剛領域の振動モードの影響を考慮する観点から設置床の最大応答加速度を 1.2 倍 

した震度（1.2ZPA） 

 

 

復水器水室出口弁弁体部の評価震度を以下に示す。 

適用する地震動等 Ｓｄ 

 

動的解析結果 

応答水平震度＊1 応答鉛直震度＊1 

X方向 Z方向 Y方向 

1.79 1.82 0.01 

動的震度＊2 0.48 0.44 

注記＊1：動的解析から得られる各方向の震度。 

  ＊2：剛領域の振動モードの影響を考慮する観点から設置床の最大応答加速度を 1.2 倍 

した震度（1.2ZPA） 

 

各モードの固有周期及び刺激係数 

(1) 復水器水室入口弁及び循環水配管 

モード  刺激係数＊ 

固有周期(s) X方向 Y方向 Z方向 

1次 0.113 0.832 0.086 0.461 

2次 0.110 0.520 0.000 0.937 

注記＊：刺激係数は，固有ベクトルの最大値を１で正規化して得られる値を示す。 

 

(2) 復水器水室出口弁及び循環水配管 

モード  刺激係数＊ 

固有周期(s) X方向 Y方向 Z方向 

1次 0.112 0.828 0.086 0.459 

2次 0.110 0.520 0.000 0.938 

注記＊：刺激係数は，固有ベクトルの最大値を１で正規化して得られる値を示す。  
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4. 構造強度評価 

4.1 荷重の設定 

(a) 突き上げ津波荷重（Ｐｔ） 

突き上げ津波荷重として，津波流入を想定した流速成分による荷重と，経路からの津波に伴

う水位を用いた静水圧を考慮し，以下の式より算出する。 

 

Ｐｔ=１／２・Ｃｐ・ρ０・Ｕ２＋ρ０・ｇ・Ｈ 

Ｐｔ：突き上げ津波荷重 

ρ０：海水の密度 

U：流速（津波流速を保守側に設定） 

Ｃｐ：抗力係数（2.01＊） 

ｇ：重力加速度 

Ｈ：評価高さ（最高津波高さ－設置位置高さ） 

＊出典：津波漂流物対策ガイドライン 表－3.4.7抗力係数（H26.3 沿岸技術研究センター） 

 

 (b) 余震荷重（ＫＳｄ） 

余震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄに伴う力とする。 

余震に伴う加速度で弁体に発生する慣性力と，余震による動水圧荷重を考慮し，以下の式よ

り算出する。弁体（閉止状態）及び配管の内面に加わる圧力荷重として評価。 

 

ＫＳｄ＝ ｍ・ｇ・αＶ／Ａ ＋ ρ０・αＶ・ｇ・Ｈ 

 

ＫＳｄ：余震荷重 

ｍ：弁体部質量 

ｇ：重力加速度   

αＶ：弁体部の鉛直方向余震震度 

Ａ：弁体受圧面投影面積（＝πDi２/4  Di：配管内径） 

ρ０：海水の密度 

Ｈ ：評価高さ（最高津波高さ－設置位置高さ） 

 

 (c) 固定荷重（Ｄ） 

常時作用する荷重として，弁体の自重を考慮する。 
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4.2 荷重の組合せ 

復水器水室出入口弁の強度評価にて考慮する荷重の組合せを表 4－1に示す。 

 

表 4－1 復水器水室出入口弁の強度評価にて考慮する荷重の組合せ 

施設区分 機器名称 荷重の組合せ 

浸水防護施設 復水器水室出入口弁 Ｄ＋Ｐt＋ＫＳｄ
＊1＊2 

 注記＊1 ：Ｄは固定荷重，Ｐtは突き上げ津波荷重，ＫＳｄは余震荷重を示す。 

   ＊2 ：固定荷重（Ｄ）及び余震荷重（ＫＳｄ）の組み合せが，強度評価上，突き上げ津波荷重

（Ｐt）を緩和する方向に作用する場合，保守的にこれらを組み合せない評価を実施

する。 

 

4.3 許容限界 

復水器水室出入口弁については，水圧試験により確認した圧力を許容値として用いる。 

 

表 4－2 復水器水室出入口弁 許容限界 

評価部位 水圧試験の圧力(MPa) 

復水器水室入口弁 0.37 

復水器水室出口弁 0.35 
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4.4 計算条件 

復水器水室出入口弁の構造健全性評価に用いる計算条件を表 4－3～表 4－5に示す。 

 

表 4－3 復水器水室出入口弁の構造健全性評価に用いる計算条件 

弁体の材質 

弁体の質量 

ｍ１ 

(kg) 

弁体受圧面の外径 

（配管内径） 

Ｄ１ 

(mm) 

SS400 4000 

 

2600 

 

 

重力加速度 

ｇ 

(m/s2) 

海水の密度 

ρ０ 

(kg/m3) 

9.80665 1030 

 

表 4－4 復水器水室出入口弁の構造健全性評価に用いる流速条件 

 復水器水室入口弁 復水器水室出口弁 

突き上げ津波荷重評価流速 U(m/s) 2.0 1.0 

注記：復水器水室出入口弁が閉止されている状態では，弁体部に流れはないが，保守側に取放

水路の立抗部開放空間の水位上昇速度を用いる。 

 

表 4－5 復水器水室出入口弁の構造健全性評価に用いる評価高さ 

 T.M.S.L. （m） 

 復水器水室入口弁 復水器水室出口弁 

最高津波高さ*1 7.2 10.3 

設置位置高さ＊2 －5.1 －5.1 

評価高さ H 12.3 15.4 

注記＊1：「取水路からの津波の流入評価結果」のうち循環水系取水路点検用立抗の入力

津波高さ，及び「放水路からの津波の流入評価結果」のうち循環水系放水庭の

入力津波高さ（Ⅴ-1-1-3-2-4 入力津波による津波防護対象設備への影響評価）。 

＊2：保守的に復水器水室出入口弁を設置する床高さとする。 
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5. 評価結果 

5.1 評価結果 

  (1) 構造健全性評価 

復水器水室出入口弁の構造健全性評価結果を表 5－1に示す。発生圧力が，有意な変形及

び著しい漏えいがないことを確認した水圧試験圧力以下であることから，評価部位である復

水器水室出入口弁の弁体部が構造健全性を有することを確認した。 

 

 

表5－1 復水器水室出入口弁の構造健全性評価結果 

評価部位 
発生圧力 

（MPa） 

水圧試験の圧力 

（MPa） 

復水器水室入口弁 0.18 0.37 

復水器水室出口弁 0.22 0.35 

 

 

 



 

 

5.7 タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁の津波に対する健全性について 
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* 設置床高さは T.M.S.L.3500mm 

図 2－1 配置計画 

1. 概要 

  本資料は，内部溢水対策となるタービン補機冷却海水ポンプ吐出弁が，溢水発生後の津波によ

る浸水荷重（以下「津波荷重」という。）及び余震を考慮した荷重に対し，構造健全性を有するこ

とを確認するものである。 

 

2. 一般事項 

2.1 配置計画 

強度評価の対象施設となるタービン補機冷却海水ポンプ吐出弁の配置計画を図２－１に示す。 

また、タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁設置エリアと浸水防護重点化範囲の関係について

図２－２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

タービン建屋 T.M.S.L.4900mm 

：タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁
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図 2－2 タービン補機冷却海水系 浸水防護重点化範囲 説明図 

ｖ 

ｖ 
：浸水防護重点化範囲 

：浸水防護重点化範囲（浸水を 

 想定するエリア） 

タービン補機冷却海水
ポンプ吐出弁（自動閉

対象） 
タービン補機冷却海水ポンプ 

ストレーナ 

破損想定箇所 タービン補機冷却水

系熱交換器 

地面 

海 

MO 

基準地震動Ｓｓ

により破断を想

定する箇所 

タービン補機冷却

海水ポンプ，ター

ビン補機冷却海水

ポンプ吐出弁設置

エリア （基準地

震動Ｓｓによる地

震力に対し十分な

耐震性を有し，溢

水源として設定し

ない) 

T.M.S.L.3500mm  



資料 2－5.7－3 

 

 

 2.2 構造計画 

タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁は，電動バタフライ弁であり，弁体を回転し弁座に密着

することで止水する。電動バタフライ弁の構造計画を表 2－1に示す。 

 

表 2－1 構造計画 

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
型式 主体構造 支持構造 

タービン

補機冷却

海水ポン

プ吐出弁 

電動バタ

フライ弁 

弁体を含む弁

本体，弁体を電

動にて駆動す

る駆動部で構

成される。 

タービン補

機冷却海水

系配管に設

置され，配

管にて支持

される。 

配管につい

ては，支持

構造物にて

支持され

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

弁本体 

弁体 

駆動部 

A－A断面図 

タービン補機冷却海水系配管 

配管支持構造物 

タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁 

A 

A 

弁設置位置図 
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3. 評価震度 

3.1 評価震度の解析方法 

解析モデルは，Ⅴ-2-別添 2-7「タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁の耐震性についての計算

書」と同一とする。 

 

3.2 設計震度の計算条件 

  (1) 設計条件 

評価対象 最高使用圧

力（MPa） 

最高使用

温度

（℃) 

外径 

（mm） 

配管厚さ

(mm) 

材料 縦弾性係数

（MPa) 

タービン補機冷却

海水ポンプ吐出弁 
0.65 40 609.6 9.5 SM400B 202333 

 

  (2) 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。 

なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定した弾

性設計用地震動（Sd）のものを用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方

針」に記載の減衰定数を用いる。 

 

建屋・構築物 標高 減衰定数(%) 

タービン建屋 T.M.S.L. 12300 mm 2.0 

タービン建屋 T.M.S.L.  4900 mm 2.0 

タービン建屋 T.M.S.L.－1100 mm 2.0 

タービン建屋 T.M.S.L.－5100 mm 2.0 
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3.3 設計震度の計算結果 

タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁弁体部の評価震度を以下に示す。 

適用する地震動等 Ｓｄ 

 

動的解析結果 

応答水平震度＊1 応答鉛直震度＊1 

X方向 Z方向 Y方向 

0.033 0.003 0.320 

動的震度＊2 0.67 0.48 

注記＊1：動的解析から得られる各方向の震度。 

  ＊2：剛領域の振動モードの影響を考慮する観点から設置床の最大応答加速度を 1.2 倍 

した震度（1.2ZPA） 

 

 

各モードの固有周期及び刺激係数 

タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁及び配管 

モード  刺激係数＊ 

固有周期(s) X方向 Y方向 Z方向 

1次 0.102 0.233 0.032 1.038 

2次 0.081 0.437 1.104 0.401 

3次 0.065 0.219 1.010 0.018 

4次 0.064 0.152 1.079 0.673 

5次 0.062 1.038 0.357 0.184 

6次 0.061 0.869 0.434 0.090 

7次 0.058 0.436 1.268 0.767 

8次 0.055 0.403 0.530 0.186 

注記＊：刺激係数は，固有ベクトルの最大値を１で正規化して得られる値を示す。 
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4. 構造強度評価 

4.1 荷重の設定 

(a) 突き上げ津波荷重（Ｐｔ） 

突き上げ津波荷重として，津波流入を想定した流速成分による荷重と，経路からの津波に伴

う水位を用いた静水圧を考慮し，以下の式より算出する。 

 

Ｐｔ=１／２・Ｃｐ・ρ０・Ｕ２＋ρ０・ｇ・Ｈ 

Ｐｔ：突き上げ津波荷重 

ρ０：海水の密度 

U：流速（津波流速を保守側に設定） 

Ｃｐ：抗力係数（2.01＊） 

ｇ：重力加速度 

Ｈ：評価高さ（最高津波高さ－設置位置高さ） 

＊出典：津波漂流物対策ガイドライン 表－3.4.7抗力係数（H26.3 沿岸技術研究センター） 

 

 (b) 余震荷重（ＫＳｄ） 

余震荷重は，Ⅴ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針｣に示すとおり，

弾性設計用地震動Ｓｄに伴う力とする。 

余震に伴う加速度で弁体に発生する慣性力と，余震による動水圧荷重を考慮し，以下の式よ

り算出する。弁体（閉止状態）及び配管の内面に加わる圧力荷重として評価。 

 

ＫＳｄ＝ ｍ・ｇ・αH／Ａ ＋ ρ０・αＶ・ｇ・Ｈ 

 

ＫＳｄ：余震荷重 

ｍ：弁体部質量 

ｇ：重力加速度   

αH：弁体部の配管軸方向余震震度 

Ａ：弁体受圧面投影面積（＝πDi２/4  Di：配管内径） 

ρ０：海水の密度 

αＶ：評価部位の鉛直方向震度 

Ｈ ：評価高さ（最高津波高さ－設置位置高さ） 

 

(c) 固定荷重（Ｄ） 

常時作用する荷重として，弁本体及び配管の自重を考慮する。 

（弁体は水平配管に設置されるため，弁体の配管軸方向荷重評価（内圧と重畳する方向）に

ついては０となる。） 
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4.2 荷重の組合せ 

タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁の強度評価にて考慮する荷重の組合せを表 4－1に示す。 

 

表 4－1 タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁の強度評価にて考慮する荷重の組合せ 

施設区分 機器名称 荷重の組合せ 

浸水防護施設 
タービン補機冷却海水ポンプ

吐出弁 
Ｄ＋Ｐt＋ＫＳｄ

＊1＊2 

注記＊1 ：Ｄは固定荷重，Ｐtは突き上げ津波荷重，ＫＳｄは余震荷重を示す。 

＊2 ：固定荷重（Ｄ）及び余震荷重（ＫＳｄ）の組み合せが，強度評価上，突き上げ津波

荷重（Ｐt）を緩和する方向に作用する場合，保守的にこれらを組み合せない評価

を実施する。 

 

4.3 許容限界 

タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁については，水圧試験により確認した圧力を許容値とし

て用いる。 

表 4－2 タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁 許容限界 

評価部位 水圧試験の圧力(MPa) 

タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁 0.65 
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4.4 計算条件 

 タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁の構造健全性評価に用いる計算条件を表 4－3～表 4－

5に示す。 

 

表 4－3 タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁の構造健全性評価に用いる計算条件 

弁体の材質 

弁体の質量 

ｍ１ 

(kg) 

弁体受圧面の外径 

（配管内径） 

Ｄ１ 

(mm) 

FCD450 110 600 

 

 

重力加速度 

ｇ 

(m/s2) 

海水の密度 

ρ０ 

(kg/m3) 

9.80665 1030 

 

  

表 4－4 タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁の構造健全性評価に用いる流速条件 

 タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁 

突き上げ津波荷重評価流速 U(m/s) 1.0 

注記：タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁が閉止されている状態では，弁体部に流れはないが，

保守側に補機取水槽の水位上昇速度を用いる。 

 

表 4－5 タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁の構造健全性評価に用いる評価高さ 

 T.M.S.L. （m） 

 タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁 

最高津波高さ*1 8.2 

設置位置高さ＊2 3.5 

評価高さ H 4.7 

注記＊＊1：「取水路の管路解析の結果」のうちタービン補機冷却海水ポンプが設置され

ている補機取水槽（B系南）TSWと（C系）の最高水位（KK7補足－019－2 津

波への配慮に関する説明書に係る補足説明資料 1.5 入力津波の不確かさの

考慮について）。 

＊2：保守的にタービン補機冷却海水ポンプ吐出弁を設置する床高さとする。 
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5. 評価結果 

5.1 評価結果 

(1) 構造健全性評価 

タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁の構造健全性評価結果を表 5－1に示す。発生圧力

が，有意な変形及び著しい漏えいがないことを確認した水圧試験圧力以下であることから，

評価部位であるタービン補機冷却海水ポンプ吐出弁の弁体部が構造健全性を有することを確

認した。 

 

 

表5－1 タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁の構造健全性評価結果 

評価部位 
発生圧力 

（MPa） 

水圧試験の圧力 

（MPa） 

タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁 0.08 0.65 

 

 

 


